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１．はじめに 

建設マネジメント技術研究室では、国土交通省が

設置している「総合評価方式の活用・改善等による

品質確保に関する懇談会（座長：小澤 一雅 東京大

学大学院工学系研究科 教授）」において策定する

設計・施工一括及び詳細設計付工事発注方式を適用

する際の運用ガイドライン（案）の原案の作成に取

組んだのでその概要を紹介する。 

２．背景及び概要  

 設計・施工一括発注方式は、構造物の構造形式や

主要諸元も含めた設計を施工と一括で発注すること

により、民間企業の優れた技術を活用し、設計・施

工の品質確保、合理的な設計、効率性の向上を目指

すものである。また、詳細設計付工事発注方式は、

構造物の構造形式や主要諸元、構造一般図等を確定

した上で、施工のために必要な詳細な設計を施工と

一括で発注することにより、製作・施工者のノウハ

ウを活用する方式である。 

 国土交通省の直轄事業では、平成9年度に設計・施

工一括発注方式の試行が開始された。その後、平成

13年3月の「設計・施工一括発注方式導入検討委員会

報告書」では手続き等の考え方が示され、平成17年

に施行された「公共工事の品質確保の促進に関する

法律」において、企業の技術提案を踏まえた予定価

格の作成が可能となった。さらに、平成21年3月の「設

計・施工一括及び詳細設計付工事発注方式実施マニ

ュアル（案）」（以下「実施マニュアル（案）」）

において、発注者と受注者のリスク分担について、

発注者が契約時に示すリスク分担（設計・施工条件）

のもと適正に分担することが提案された。また、平

成22年9月の「国際的な発注・契約方式の活用に関す

る懇談会」では、「設計・施工一括発注方式等にお

ける建設コンサルタント活用に関する運用ガイドラ

イン（案）」（以下「建コン活用ガイドライン（案）」）

において、建設会社だけでなく、設計に建設コンサ

ルタントを活用したコンソ－シアム（図参照）によ

る参加も可能とするための規程が提案された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 コンソーシアムの形態 

 本運用ガイドライン（案）は、「実施マニュアル

（案）」に「建コン活用ガイドライン（案）」で提

案された「コンソーシアムによる参加の規程」を組

込むとともに、設計・施工一括発注方式の実施事例

の蓄積を踏まえ、適用工事の考え方等の充実を図り、

平成25年3月改定の「国土交通省直轄工事における総

合評価落札方式の運用ガイドライン」で提案された

関連する内容を反映させたものである。 

【参考】 

設計・施工一括及び詳細設計付工事発注方式運用ガ

イドライン（案） 

http://www.nilim.go.jp/lab/peg/sougou_hinkakukon.html 

写真 写真 写真 

写真 写真 

・施工計画策定 ・資機材の調達
・専門工事業の選定 ・安全管理
・施工 ・監理

・設計条件の整理 ・設計の実施
・照査 ・（追加地質調査）

（設計者）
☆☆建設コンサルタント

○○工事に
関する契約書

○○設計業務に関する契約書
（設計の委託）

（施工者）
□□建設会社

共同
技術
提案

コンソーシアム

（発注者）
・指示、承諾 ・設計の検査
・工事目的物の検査 ・修補請求

 

研究動向・成果 
 

 

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%

50.0%

342件
(10.0%)

193件
(5.7%)

1528件
（44.9%）

1341件
（39.4%)

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%

382件
(7.5%)

262件
(5.2%)

2202件
（43.5%）

2218件
（43.8%)

0.0%
10.0%
20.0%
30.0%
40.0%
50.0%

379件
6.6%

275件
4.8%

2268件
39.6%

2812件
49.0%

平成21年度

平成23年度平成22年度

価格1位
1,870件(54.9%)

価格点1位以外
1,534件(45.1%)

技術点1位以外
535 件(15.7%)

技術点1位
2,869件(84.3%)

価格点1位以外
2,480件
(49.0%)

技術点1位以外
644件

(12.7%)

技術点1位
4,420件
(87.3%)

価格点1位
2,647件
(46.2%)

価格点1位以外
3,087件
(53.8%)

技術点1位以外
654件

(11.4%)

技術点1位
5,080件
(88.6%)

価格点1位
2,584件
(51.0%)

調査・設計等分野における 

入札・契約の動向について 
 

総合技術政策研究センター 建設マネジメント技術研究室  
室長 森田 康夫 主任研究官 大谷 悟 研究官 吉田 純土 部外研究員 南 昌宏 

（キーワード） 調査・設計等業務、入札方式、総合評価落札方式、低入落札対策 

 

１．はじめに 

国土交通省の調査・設計等業務では、平成19年度

以降、価格に加え技術を考慮して総合的に優れた契

約を締結するための総合評価落札方式が導入されて

いる。本稿では、この総合評価落札方式を中心に、

国総研において整理した最近の調査・設計等業務に

おける入札・契約の動向について概説する。 

２．発注方式別契約状況 

 平成23年度の発注件数は、東日本大震災復興等の

影響により前年度と比較し微増となっている。各方

式の発注件数割合をみると、総合評価落札方式は約

43%まで達する一方で、価格競争は全体の約34％、プ

ロポーザル方式は約20%となっている。 

３．低入落札の発生状況 

低入落札発生率は、平成20年度の40.9％から平成

23年度の9.7%へと大きく減少している。特に、総合

評価落札方式においては、平成20年度の39.1%から平

成23年度の0.7%へと激減している。これは、平成22

年度の履行確実性評価（総合評価落札方式において

調査基準価格を下回った応札者の技術点に履行確実

性に応じて0.0～1.0を乗じるもの）の導入及び平成

23年度の適用範囲の拡大（予定価格2000万円超→

1000万円超）による効果が現れている。一方で、価

格競争方式及び1000万円以下の総合評価落札方式に

おいては依然として低入落札が多発している。 

４．総合評価落札方式における落札者の状況 

技術点1位の者が落札した割合は年々増加し、平成

23年度は88.6%まで達した。また、平成23年度に初め

て価格点1位以外の落札者の件数が価格点1位の落札

者の件数を上回った。（図） 

５．各方式における業務成績評定点 

 平成23年度における各方式の業務成績評定点の平

均値は、プロポーザル方式で76.4点、総合評価落札

方式で75.9点、価格競争方式で74.4点となり、最近

の価格競争方式から総合評価落札方式への切り替え

は、調査・設計等業務全体の品質確保に寄与したも

のと推察される。 

６．今後の研究について 

 上述の通り、履行確実性評価の導入が低入落札を

抑止していること、総合評価落札方式の拡大が品質

確保に寄与していることが明らかになった。一方で、

価格競争方式及び予定価格1000万円以下の総合評価

落札方式においては、依然、低入落札が多発してい

る。これに対し、発注機関である地方整備局等では、

予定価格1000万円以下の業務を対象とした調査基準

価格に相当する基準値の設定等の独自の取組を行っ

ている。今後は、こうした取組の効果について分析

し、低入落札対策について検討する予定である。 

さらに、総合評価落札方式においては、各種手続

きが煩雑である等、受発注者の負担が問題となって

おり、総合評価落札方式の実施手順の簡素化につい

ても検討する予定である。 

【参考】詳細については、下記のURLを参照されたい。 

http://www.nilim.go.jp/lab/peg/theme03.html 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 総合評価落札方式における落札者の状況 
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